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水資源政策を取り巻く状況の推移

・水資源政策は、様々な課題に対応。水需給増大への対応が中心。

戦後復興期（1945～1960年）

高度成長期（1960～1973年）

○ 国土保全、食糧増産、工業生産拡大、電源開発などが喫緊の課題に

資源政策 、様 課題 。 需給増 中 。

高度成長期（1960～1973年）

○ 水需要増対応の開発を促進する一方、水質保全、地盤沈下対策等新たな課題の発生

水資源開発の促進

水資源開発促進法 水資源開発 法（ ）促進に向けた法的 組織的整備
水資源開発基本計画

工業用水法（1956）、ビル用水法（1962）等地盤沈下対策

水資源開発促進法、水資源開発公団法（1961）

河川法改正（1964）

促進に向けた法的、組織的整備

新たな利水との調整
水系一貫した治水利水対策の推進

水資源開発基本計画
（フルプラン）策定

水質保全法、工業排水規制法（1958）、公害対策基本法（1967）水質汚濁防止法（1970）、下水道法改正（1970）

安定成長期からバブル期（1973～1990年）

水質保全対策

○ 都市生活用水の増大への対応、渇水対策等が課題に

水源地域対策特別措置法（1973）ダム建設等の水資源開発の円滑化

「関係省庁渇水連絡会議」設置（1987）

水源地域対策特別措置法（1973）ダム建設等の水資源開発の円滑化

頻発する渇水への対応

長期的かつ総合的な観点に立った全国的な水需給計画の必要性

長期水需給計画（1978） 21世紀の水需要（1982） 全国総合水資源計画（1987） （ウォータープラン2000）

バブル崩壊後（1990年以降）

「関係省庁渇水連絡会議」設置（1987）頻発する渇水への対応

○ 国民の意識の多様化や社会経済変化への対応が新たな課題に

環境基本法（1993）、環境影響評価法（1997）、河川法改正（1997）多様なニーズ等への対応

新しい全国総合水資源計画（ウォータープラン２１）（1999）

環境基本法（1993）、環境影響評価法（1997）、河川法改正（1997）多様なニ ズ等への対応

新たな需要に合わせた対応

「健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議設置」（1999）総合的な取り組みの必要性

「社会資本整備重点計画法」（2003）、「国土総合開発法改正（2005）→国土形成計画法」その他 1



水資源に関する中長期計画（ウォータープラン）

○ウ タ プ は 全国総合開発計
■新しい全国総合水資源計画（WP２１）のポイント

○ウォータープランは、全国総合開発計
画の改定にあわせ、全国の中長期（概
ね10年から15年後）の水需給を示し、

全国の水資源に関する諸施策の指針

新し 全国総合水資源計画（ ）のポイント

２１世紀を迎えるに当たり、健全な水循環系の確立に向けて、
「持続的水利用システムの構築」 「水環境の保全と整備」 「水

持続的発展が可能な水活用社会の構築に向けて
（ビジョン提示）

全国の水資源に関する諸施策の指針
的な役割を果たす計画

○これに基づき、都道府県は地方版の水
資源計画を策定

「持続的水利用システムの構築」、「水環境の保全と整備」、「水
文化の回復と育成」を基本的目標に、施策の展開を提示。

１．持続的水利用システムの構築（安全な水を安定的に利用）

（１）水利用の安定性（利水安全度を考慮した需給バランス）の適正評価資源計画を策定

■策定の経緯
○現状及び将来の水利用安定性（全国を１４ブロックに分割し、概観）

→現状（H７年）および目標年次（H２２年～２７年）について評価

→全国計では、目標年次において、水不足の年（概ね１０年に１回程

度発生する渇水の年）でも、水利用の安定性の確保は可能と推計●第三次全国総合開発計画（S52.11月）

S50 S60 H7 H17 H27

度発 する渇水 年） も、水利用 安定性 確保 可能 推計

（２）水利用の安定性の確保に向けて、供給サイド・需要サイド双方の多

様な施策を推進

○渇水対応の弾力性に留意しつつ、地域の実状を踏まえた総合的な

施策の展開

長期水需給計画
Ｓ５３年(1978)８月

(S60～S65)

施策の展開

（３）水に関する危機管理施策の充実

（４）用途や役割に応じた水質の確保

２．水環境の保全と整備（水の有する多面的な機能の発揮）

（S75）

●第四次全国総合開発計画（S62.6月）

全国総合水資源計画
（ウォータープラン２０００） 水環境の保全と整備（水の有する多面的な機能の発揮）

（１）環境用水の確保等により、潤いのある水辺空間を創出

（２）水環境への負荷の軽減、水源・地下水の保全等により、水量と水質

を確保
(H22～H27）

●21世紀国土のｸﾞﾗﾝﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝ（H10.3月）

（ウォ タ プラン２０００）
Ｓ６２年(1987)10月

３．水文化の回復と育成（人と水とのつながりの再確認）

（１）水を介した地域の交流・連携を推進

（２）国民の主体的な参加

(

新しい全国総合水資源計画
（ウォータープラン２１）

H11年(1999)６月
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水資源に関する中長期計画（フルプラン）

水資源開発基本計画（フルプラン） S50 S60 H7 H17 H27

○フルプラン策定の経緯

水資源開発水系における水資源の総合的な開発及び
利用の合理化の基本となる計画

〔根拠法令：水資源開発促進法〕

【記載内容】

S50 S60 H7 H17 H27

利根川・荒川水系

豊川水系

S63

H2

H12

H12

H20

H18

H27

H27
【記載内容】

①水の用途別の需要の見通し及び供給の目標

②供給の目標を達成するため必要な施設の建設に関

する基本的な事項

③その他水資源の総合的な開発及び利用の合理化に

H4

木曽川水系

淀川水系

H5 H12

H12 H21

H16 H27

H27

フルプランエリア17% 83%面積

③その他水資源の総合的な開発及び利用の合理化に

関する重要事項 吉野川水系

筑後川水系
H1

H12

H12 H17

H22

H27

フルプランエリア外

52%

46%

48%

54%人口

製造品
出荷額等

フルプラン地域が全国に占める割合

利根川水系及
び荒川水系

豊川水系 木曽川水系 淀川水系 吉野川水系 筑後川水系

水系指定 昭和37年４月
（利根川水系）

平成２年２月 昭和40年６月 昭和37年４月 昭和41年11月 昭和39年10月

○各水系フルプランの概要

淀 水系

木曽川水系

昭和49年12月
（荒川水系）

計画決定
（全部変更）

昭和37年８月
（1次計画）
昭和45年７月
（2次計画）
昭和51年４月

平成２年５月
（1次計画）
平成18年２月
（2次計画）

昭和43年10月
（1次計画）
昭和48年３月
（2次計画）
平成５年３月

昭和37年８月
（1次計画）
昭和47年９月
（2次計画）
昭和57年８月

昭和42年３月
（1次計画）
平成４年４月
（2次計画）
平成14年２月

昭和41年２月
（1次計画）
昭和56年１月
（2次計画）
平成元年１月

筑後川水系

吉野川水系

淀川水系 利根川・荒川水系
昭和51年４月
（3次計画）
昭和63年２月
（4次計画）
平成20年７月
（5次計画）

平成５年３月
（3次計画）
平成16年６月
（4次計画）

昭和57年８月
（3次計画）
平成４年８月
（4次計画）
平成21年４月
（5次計画）

平成14年２月
（3次計画）

平成元年１月
（3次計画）
平成17年４月
（4次計画）

目標年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成22年度 平成27年度

豊川水系
開発水量 約23m3/s 約0.5m3/s 約6.6m3/s 約1.0m3/s － 約2.8m3/s

施設整備 11事業
滝沢ダムなど

２事業
設楽ダム
豊川用水二期

４事業
愛知用水二
期など

３事業
川上ダムなど

１事業
香川用水施
設緊急改築

６事業
大山ダムなど

フルプラン水系位置図 3



①水資源の総合的な開発の状況①水資源の総合的な開発の状況
（産業の発展、人口の増大、生活水準の向上）
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①-1 水資源の総合的な開発の状況 （産業の発展、人口の増大、生活水準の向上）

○産業の発展 ○人口の増大

120,000,000 

140,000,000 

百万円

約125兆円

工業出荷額の推移 （フルプラン水系）

S36 水資源開発
促進法制定

80,000.00 

人口
給水人口の推移 （フルプラン水系）

S36 水資源開発
促進法制定

約63百万人約56百万人

60 000 000

80,000,000 

100,000,000 急激な増加 約110兆円

促進法制定

40,000.00 

60,000.00 

急激な増加

促進法制定

20,000,000 

40,000,000 

60,000,000 

約5兆円 約30兆円
工業出荷額（フルプラン水系合計）

20,000.00 約26百万人

給水人口（フルプラン水系合計）

0 
S30S33 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7H9H12 H17 H22 H27 H32 H37

原単位

○生活水準の向上
※国土交通省水資源部作成 ※国土交通省水資源部作成

（出典）厚生労働省「水道統計」をもとに一部作成

0.00 
S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7H9H12 H17 H22 H27 H32 H37

○水資源開発促進法は、産業の発展、人口の増

大、生活水準の向上に寄与。

・工業出荷額は 昭和33年(約5兆円)～平成9年200

250 

300 
家庭用水有収水量原単位の推移 （フルプラン水系）

原単位
(㍑/人･日)

S36 水資源開発
促進法制定

約250ℓ
約240ℓ

・工業出荷額は、昭和33年(約5兆円)～平成9年

(約125兆円)にかけて急激に増加。

・給水人口は、昭和35年(約26百万人)～平成2年

(約56百万人)にかけて急激に増加。

家庭用水原単位は 昭和35年(約110 ℓ/人 日)
100 

150 

200 

家庭用水原単位（フルプラン水系合計）

急激な増加

約110ℓ

約160ℓ

・家庭用水原単位は、昭和35年(約110 ℓ/人･日)
～平成9年(約250 ℓ/人･日)にかけて急激に増加。

0 

50 

S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7H9 H12 H17 H22 H27 H32 H37

家庭用水原単位（フルプラン水系合計）約110ℓ

※国土交通省水資源部作成 5



②水資源開発施設の整備状況
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②-1 水資源開発施設の整備状況 （施設整備の状況）

・フルプランに位置づけられた水資源開発施設の多くが完成し、現在も整備が行われており、現行フルプランに計
画された供給の目標は概ね達成される見通し。

・施設整備の状況＝（手当済みの開発水量（平成24年年度時点））／（開発予定水量）×100 （m3/s）

91 3
100.0 98.6 100.0 

95.6 100 0

120.0 （％）
施設整備の状況

水系 施設名 完成年

利根川 思川開発 整備中

・荒川 八ﾂ場ﾀﾞﾑ 整備中

霞ヶ浦導水 整備中
北総中央用水土地改良 整備中
武蔵水路改築 整備中

ダ

水系 施設名 完成年

木曽川 木曽川水系連絡導水路 整備中

木曽川右岸施設緊急改築 整備中

徳山ダム H23 

愛知用水二期 H1891.3 
85.7 

60.0 

80.0 

100.0 湯西川ダム H24 

滝沢ダム H22 
印旛沼開発施設緊急改築 H20
群馬用水施設緊急改築 H21
矢木沢ダム S42 

利根導水路 S42 

下久保ダム S43 

印旛沼開発 S43 
群馬用水 S44

利根川河 堰

三重用水 H4 

長良川河口堰 H6 

阿木川ダム H11 

味噌川ダム H13 

木曽川総合用水 S57 

長良導水 H9

木曽川用水施設緊急改築 H13 

0.0 

20.0 

40.0 

利
根

豊木
曽

淀吉筑
後

利根川河口堰 S46 

草木ダム S51 

北総東部用水 S55

成田用水 S55

川治ダム S58 

霞ヶ浦開発 H7 

房総導水路 H16 

奈良俣ダム H10 
東総用水 S63

北千葉導水路

水系 施設名 完成年

淀川 川上ダム 整備中

天ヶ瀬ダム再開発 整備中

丹生ダム 整備中

長柄可動堰 S38 

高山ダム S44 

青蓮寺ダム S45 

根
川･

荒
川

水
系

川
水
系

曽
川
水
系

川
水
系

野
川
水
系

後
川
水
系

北千葉導水路 H11 

渡良瀬遊水池 H14 

埼玉合口二期 H6 

霞ヶ浦用水 H5

利根中央用水 H13 

利根中央用水土地改良 H15

浦山ダム H18 

荒川調節池 H8 

朝霧水路改築 S57

正蓮寺川利水 S46 

室生ダム S48 

一庫ダム S58 

琵琶湖開発 H8 

日吉ダム H18 

比奈知ダム H10 

布目ダム H11 

日野川土地改良 H6

凡例： 完了(概成含む)
建設中

利根大堰施設緊急改築 H9

水系 施設名 完成年

豊川 設楽ダム 整備中

豊川用水二期 整備中

豊川総合用水 H13 

豊川用水施設緊急改築 H10 

水系 施設名 完成年

吉野川 早明浦ダム S49

日野川土地改良 H6

大和高原北部土地改良 H14 

水系 施設名 完成年

筑後川 筑後川下流土地改良 整備中

小石原川ダム 整備中

両筑平野用水二期 整備中

大山ダム H25 

福岡導水 H25 

佐賀導水 H20

整備中

フルプラン施設概略配置図

吉野川 早明浦ダム S49 

池田ダム S49 

香川用水 S49 

新宮ダム S50

旧吉野川河口堰 S50

高知分水 S52

富郷ダム H12 

香川用水施設緊急改築 H20 

佐賀導水 H20 

両筑平野用水 S49 
寺内ダム S53 

筑後大堰 S59 

竜門ダム H13 
松原・下筌ダム再開発 S59 

筑後川下流用水 H9

耳納山麓土地改良 H5 
※国土交通省水資源部作成
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②-２ 水資源開発施設の整備状況 （各フルプラン水系の需要水量と供給水量）

・現行フルプランに計画された供給水量の目標は概ね達成される見通しであるが 目標年次（Ｈ２７）において一部・現行フルプランに計画された供給水量の目標は概ね達成される見通しであるが、目標年次（Ｈ２７）において一部
の施設が整備中となる。

・また、近年の少雨化傾向により供給能力が低下し、供給水量の実質値が需要水量を下回る水系も存在する。

（m3/s）
250

227.62

204 14

（m3/s）

【供給水量】 名目値 （計画供給量）
実質値①（安定供給可能量（近2/20））

値② 等 給200
204.14
199.43
183.43

実質値②（近年等の最大渇水時供給可能量）

【需要水量】 計画値

150

113 11

122.94

145.4

122.87
109 98

100

7.91

113.11

77.33
68.96

109.98

26.58
24.80

25.51
21.42

50 6.16
6.49

6.15

51.42 21.54
18.94 14.59

20.59

0
利根川・荒川水系 豊川水系 木曽川水系 淀川水系 吉野川水系 筑後川水系
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③ 水利用の動向
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③-1 水利用の動向 ～利用の合理化（水道、工業、農業）～

○水道用水では配水管の漏水防止対策が進み、世界でも類をみないほど漏水が少なく有効率が９０%に達している。

100 

（％）
有効率の推移 （全国）

100 
有効率の推移 （フルプラン水系）（％）

○水道用水有効率

○水道用水の漏水防止
が向上

○有効率が全国 フル

○工業用水では,水使用量の節約や環境保全等の観点から水資源の有効利用が図られており、回収率の向上につながっている。

20

40 

60 

80 

71.3％
（S35）

91.7％
（H23）

20

40 

60 

80 
82.9％
（S55）

94.7％
（H22）

○有効率が全国、フル
プラン水系ともに９
０％を超えている

※有効率
給水量から漏水等の

0 

20 

S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H23

0 

20 

S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

100
回収率の推移 （フルプラン水系）（％）

100
（％） 回収率の推移（全国）

○工業用水回収率

無効水を除く水量

○工業用水の回収率が
向上

※国土交通省水資源部作成 (出典)H25日本の水資源をもとに作成

40

60

80

100

76.8％
（S55）

83.4％
（H22）

40 

60 

80 

100 

79.4％
（H22）

20.1％
（H33）

○回収率は全国、フル
プラン水系ともに約
８０％となってい
る。

※回収率

0

20

S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22
0 

20 

S33 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

※回収率
使用水量のうち再生
利用水の占める割合

○昭和40年度から平成
19年度までに、農業出典：H25日本の水資源をもとに作成※国土交通省水資源部作成○農業用水

35.4

51.2
57.4 59.3 62.1

40

60

80
水田整備率 （全国）（％） 用水86.5m3/sを水道

用水等の他種用水へ
の転用と河川環境の
改善に振り向けた。

○水田整備事業が進み
生産性が向上してい

その他 0.7m3/s

工業用水 8.5m3/s

河川環境改善

農業用水
86.5m3/s

全体 106.0m3/s

転用

一級河川における水利権転用の実績（昭和40年度～平成19年度末）
○農業用水

2.4 7.8
19.4

0

20

S39 S44 S50 S58 H5 H13H16 H22

生産性が向上してい
る (※)

※水田利用の高度化等
に伴い単位面積当り
の用水量は増加傾向

出典：農林水産省HP｢H23食料･農業･農村白書｣をもとに作成

全体 59.0m3/s
水道用水
49.9m3/s工業用水 17.9m3/s

その他
1.5m3/s

※注 １）農業用水は、かんがい期間の最大水量。都市用水は通年の取水量
２）その他とは水道用水・発電用水・雑用水等

減量（123件） 新規許可（184件）

出典：農業農村振興整備部会報告「農業水利について」をもとに作成
10



③-2 水利用の動向 ～用途間転用および先行開発水量の状況～

○水道用水、工業用水、農業用水等の間で転用した水量の実績 ※一級河川の転用実績○水道用水、 業用水、農業用水等 間 転用 水量 実績 級河川 転用実績
・近年の社会経済情勢の変化等によって、地域の実情に応じ、関係者の相互の理解により用途間をまたがっ
た水の転用が行われている。
・昭和40年度から平成24年度末(1965年度から2012年度末)までに205件、約63m3/sが関係者の合意によって

転用されている。

22.1

20

25

農業用水

用途間転用の状況（フルプラン水系）
22.6

20

25
農業用水

工業用水

用途間転用の状況（全国）○用途間転用

転用 。

8.010
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20
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その他
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し
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中
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中
国

四
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○先行開発水量

利根川・荒川

フルプラン水系の先行開発水量の割合（平成24年度）

5 8 %
フルプラン水系計 9.7 %

出典：H25日本の水資源をもとに作成 出典：H25日本の水資源

○水資源開発は長期間を要するため、利水者が将
来水需要に備えて先行的に確保している水量を

淀川

木曽川

豊川

利根川 荒川 5.8 %

35.4 %

来水需要に備えて先行的に確保している水量を
先行開発水量という。

○H24年度時点のフルプラン水系全体における先

行開発水量の供給の目標に対する割合は、約
9 7％となっている

0% 20% 40% 60% 80% 100%

筑後川

吉野川 27.6 %

1.6 %

※国土交通省水資源部作成

9.7％となっている。

○先行開発のための貯留水の活用により、渇水時
などにおいて水利用の安定性を高める効果を有
する場合がある。 11



③-3 水利用の動向 ～全国の動向（水使用量、総人口）～

○水使用の現状
2010年における全国の水使用量は 都市用水では約271億 3/年 農業用水では約544億 3/年であ た 都市用水は 昭・2010年における全国の水使用量は、都市用水では約271億ｍ3/年、農業用水では約544億ｍ3/年であった。都市用水は、昭
和40年(1965年)以降増加してきたが、近年は社会・経済状況等を反映してほぼ横ばい傾向から緩やかに減少傾向にある。

○人口減少社会の到来
・総人口は、2050年では１億人を、2100年には5千万人を割り込むと推計される。（出生率1.26：社会人口問題研究所）
・国土の大部分で人口が疎になる一方、東京圏等の大都市圏に集中がおこり人口シェアが加速度的に高まる。

850 889 870 
815 

800 

(億ｍ３/年)
○全国の水使用量 ○2005年を100とした場合の2050年の人口増減状況生活用水

工業用水

農業用水

145 134 117

570 
586 572 

544 

280 303 297 271 

200

400 

600 

出典：日本の水資源より

114 158 164 154 

166 
145 134 117 

0 

200 

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 凡例：2005年比での割合

75％以上100％未満減少

無居住化（100％減少）
(年)

140,000
（千人）

（水系によっては人口が増加する
地点も存在）

○日本の人口の推移 12 777万人

フルプラン水系

50％以上75％未満減少

75％以上100％未満減少

25％以上50％未満減少

0％以上25％未満減少

増加

100,000

120,000

0,000

（人口置換水準ケース）

（フランス並水準ケース）

高位推計
総人口 9 515万人

11,491万人

10,386万人

12,777万人
○日本の人口の推移

9 515万人

12,777万人

21 6% 20 4% 24 4% 23 4% 8 3%

増加
(1.9%)○人口増減割合別の1km2毎の地点数

無居住化 75%以上減少 50~75%減少 25~50%減少 25%以下減少

40 000

60,000

80,000
中位推計

低位推計

合計特殊出生率
（右目盛）

（左目盛）
9,515万人

総
人
口

（人口置換水準ケース）

2008年以降2.07
（フランス並水準ケース）

2032年以降2.00

9,515万人

21.6% 20.4% 24.4% 23.4% 8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
0

20,000

40,000

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050 20

中位推計（1.26）

高位推計(1.55)

低位推計(1.06)
2005年

1.26

2060

６割以上（66.4％）の地点で現在の半分以下に人口が減少

出典：国土交通省 「国土の長期展望」中間とりまとめより水資源部が作成
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④水需給バランスにおいて不安定要素が存在

13



④-1 水需給バランスにおいて不安定要素が存在 ～気候変動リスク①～

○近年の気候変動（気温 降水量 積雪量）○近年の気候変動（気温、降水量、積雪量）

降雨量変動幅の増大、積雪量の減少、融雪の早期化による将来の深刻な渇水リスクの懸念。

1
℃

年最深積雪は減少

℃
上
昇 大きく減少

年平均気温の経年変化（1891～2012年）

(注)気候変動監視レポート2012,気象庁をもとに国土交通省水資源部加筆

1,800 

1,900 

2,000 

2,100 
(mm)

トレンド
５年移動平均

変
動

（注）1. 気候変動監視レポート2012,気象庁をもとに国土交通省水資源部加筆
2. 棒グラフは、各年の年最深積雪の1981～2010年平均に対する比を平均し

た値を示している。
3. 折れ線は偏差の５年移動平均、直線は期間にわたる変化傾向を示す。
4. 折れ線のうち、1981-2010年平均に対する比が100％以上の期間を青色、

1,300 

1,400 

1,500 

1,600 

1,700 年
降
水
量

動
幅
拡
大

東日本日本海側における年最深積雪の変化
（1962年～2012年）

1981-2010年平均に対する比が100％未満の期間を赤色で示す。

1,100 

1,200 

,

1900 1910 1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010

年降水量の経年変化（1900～2012年）

年降水量
大

少雨の年の年降水
量が大幅に減少

(注)気象庁提供データをもとに国土交通省水資源部加筆
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④-1 水需給バランスにおいて不安定要素が存在 ～気候変動リスク②～

○最近２０年間で渇水による影響が発生している

（mm） 年降水量の平均（吉野川 池田ダム上流）

○最近２０年間で渇水による影響が発生している。
○近年、年降水量の変動幅が増大し、少雨の年の年降水量が減少している。

○ダムを計画した際の基準年に比べて、近年、水供給能力が低下。

（mm）

3 000

4,000

5,000
年降水量の平均（吉野川：池田ダム上流）

98

年降水量

計画年の降水量 計画年の降水量
未満の年

平均値

年
降

 

0 ヶ年 

2～3ヶ年 

1 ヶ年 

最近 20 ヶ年で渇水による影響の発生した状況 

1,000

2,000

3,000

94
0705 08 09

降
水
量

4～7ヶ年 

8 ヶ年以上 

1943mm
（最近20年での■の平均値）

2003mm
（1958年～1990年の間

での■の平均値）

ダム計画時点の対象期間（1948～1957） 最近20年（1991～2010）

0
1948 1953 1958 1963 1968 1973 1978 1983 1988 1993 1998 2003 2008

（注）1.「ダム計画時点の対象期間」とは、ダムを計画する際に用いた水文データの対象期間である。
2.「計画年の降水量」とは、ダムを計画した際の対象期間年降水量の最小値である。
3 図中の数字は 最近20年間に給水制限が実施された年を示す

最
での■の平均値）

3.図中の数字は、最近20年間に給水制限が実施された年を示す。

2 6 .6

2 2 .5

20.0

30.0

(m3/s)

8 5 %

6 5 % 5 7 %

うち

早明浦ダム
１５ １

うち

早明浦ダム
１１ ９

う ち

早明浦ダム
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早明浦ダム

う ち

早明浦ダム
う ち

早明浦ダム

1 7 .2
1 5 .6

10.0

20.0

 

（注）国土交通省水資源部調べ 

1991 年から 2010 年の 20 年間で、上水道について減断水のあった年数を図示したものである。 

最近20年間で渇水による影響

水資源施設の水供給能力の低下(吉野川)

１５．１ １１．９

開発水量(1/5)
（1948年計画値）

安定供給可能量

（近4/20 ） （ 1995年）

安定供給可能量

（近2/20 ） （ 2005年）

15. 1 11 . 9 7 . 4
早明浦ダム

6. 3
0.0

近年最大渇水時供
給可能量（2008年）

最近20年間で渇水による影響
の発生した状況

(注) 国土交通省水資源部作成

15



④-2 水需給バランスにおいて不安定要素が存在 ～気候変動リスク（農業）～

・2010年は、水稲生育期間における高温化傾向が顕著になっており、このことが白未熟粒などの多発をもたらし、

○2010年産水稲の作況 品質の状況

コメの品質を大きく低下させる原因となった（高温障害）。

・この高温障害対策として、県農業改良普及センターより、深水管理や掛け流し灌漑（水管理の徹底）などの指導
がされている。

○2010年 夏 平均気温（平年差） 平年比で ○2010年産水稲の作況、品質の状況○2010年 夏 平均気温（平年差）

北日本

東日本

年
２～３℃高い

一等米比率
が大きく減少

東日本

西日本

沖縄・奄美沖縄・奄美

出典：気象庁

○高温障害発生防止対策（群馬県の例）

○高温登熟の回避
（１）品質特性に応じた田植え時期の設定
（２）作期分散による被害の軽減
（３）高温時のかけ流し（可能な地域）および夜間かん水

日本地図は県別水稲作況指数（地図内の県別の数値）、一等米比率
（県別 色） 各地域 枠内 数値は 年 等米比率（上段）と

○高温に強い稲体づくり＜稲作後半までの稲体の活力維持＞
（１）中間追肥の施用
（２）適正な穂肥施用
（３）間断かん水
（４）早期落水の防止

（県別の色）。各地域の枠内の数値は2010年の一等米比率（上段）と
過去5年間平均値からの偏差（下段）。農林水産省資料より作図

（出典）文部科学省・気象庁・環境省、2013年３月、気候変動の観測・予測及び
影響評価統合レポート『日本の気候変動とその影響』（2012年度版）

（４）早期落水の防止
○適期収穫

（１）早めの収穫作業準備

（出典）平成23年3月 群馬県農政部、米の品質低下検討会
「水稲の高温登熟障害対策指導指針」 16



④-3 H25渇水の状況

○今年夏には、各地で渇水から取水制限が実施され、地域によっては市民生活や社会経済活動に支障、 限 実 、 民 動
を与えるような深刻な状況が懸念されるなど水の安定供給の重要性が改めて認識された。

平成25年 全国における渇水状況

○全国18水系23河川の一級水系で取水制限を実施

渇水対策の主な取り組み

＜節水対策＞

利根川水系鬼怒川
（7月25日～9月6日）

荒川水系吉田川
（5月11日 9月17日）日野川水系日野川

由良川水系大谷川
（6月6日～7月23日）

加古川水系三熊川
（6月6日～9月5日）

木曽川水系木曽川
（6月13日～6月28日）

利根川水系渡良瀬川
（6月21日～9月18日）

○全国 水系 河川の 級水系で取水制限を実施 ＜節水対策＞
○国土交通省の庁舎等における節水ＰＲ

（電光掲示板、垂幕、横断幕、ポスター、チラシ、ステッカー等）
○道路情報板による節水ＰＲ
○国土交通省の工事現場における節水
○ホームページ等での渇水情報発信
○関連団体への文書による節水協力要請、節水徹底の要請

利根川水系利根川
江戸川

（7月24日～9月18日）

（5月11日～9月17日）

大井川水系大井川
（8月20日 9月17日）

天竜川水系天竜川
（8月26日～9月7日）

斐伊川水系飯梨川
山佐川

（6月14日～6月20
日、
8月21日～8月26日）

日野川水系日野川
（5月17日～7月9日）

芦田川水系芦田川
（6月11日～6月20日）

重信川水系石手川
（6月15日 6月20日）

○農業用水における番水、循環かんがい等の実施
○農業用水の管理や営農に対する技術指導

＜代替水源の活用＞
○一般国道の路面清掃等において、下水再生水及び地下水を活用
○地方公共団体への文書による下水再生水活用の協力要請

＜円滑な渇水調整に向けた取り組み＞
○渇水対策連絡協議会等での取水制限の協議

50,000
（万ｍ3）

H6年 H8年 H13年 H19年 H24年 H25年 H4 24平均値

（8月20日～9月17日）

豊川水系豊川
（7月26日～9月18日）

櫛田川水系櫛田川
（5月28日～6月20日）

宮川水系宮川
（5月31日～8月27日）

那賀川水系那賀川
（5月21日～6月21日、
8月3日～9月3日）

（6月15日～6月20日）

吉野川水系銅山川
（5月24日～7月5日）

山国川水系山国川
（8月23日～8月26日）

吉野川水系吉野川
（5月24日～7月5日）

仁淀川水系仁淀川
（8月3日～8月26日）

○渇水対策連絡協議会等での取水制限の協議
○発電用水の緊急放流の要請

利根川水系における渇水状況

過去 渇水状

35,000

40,000

45,000

H6年 H8年 H13年 H19年 H24年 H25年 H4～24平均値

洪水貯留準備水位における容量
３４，３４９万ｍ３

平常時最高貯水位における容量 ４６，１６３万ｍ３

平成１３年

平成１９年

平成25年 渇水対策の状況

７月２３日 国土交通省渇水対策本部設置
第1回国土交通省渇水対策本部会議を開催
農林水産省農業用水緊急節水対策本部設置

融雪の早期化

過去の渇水状況

上水 工水 農水

昭和47年度 40 15 15 15

昭和48年度 22 20 20 20

昭和53年度 58 20 20 20

昭和54年度 41 10 10 10

昭和55年度 8 10 10 10

渇水年度
取水制限

日数（日間）
最大取水制限率（％）
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H４～H２４平均

平成２５年

平成２４年

9月18日0:00
22,706万m3

関東地方整備局

渇水対策本部
7月23日設置

関東地方整備局

渇水対策本部

農林水産省農業用水緊急節水対策本部設置
第1回農林水産省緊急節水対策本部会議を開催
利根川水系において取水制限開始
（最大取水制限率 上水10％、工水10％、農水10％）

７月２６日 豊川水系において取水制限開始
（最大取水制限率 上水28％、工水40％、農水40％）

８月 ２日 吉野川水系において取水制限開始

昭和57年度 22 10 10 10

昭和62年度 71 30 30 30

平成2年度 45 20 20 20

平成6年度 60 30 30 30

平成7年度 76 10 10 10

平成8年度 41 10 10 10

平成9年度 53 10 10 10
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平成６年

7/24(水）1０%取水制限

9/6 (金) 17時一時緩和

渇水対策本部
9月18日解散

８月 ２日 吉野川水系において取水制限開始
（最大取水制限率 上水50％、工水50％、農水50％、未利用100％）

８月２２日 第２回国土交通省渇水対策本部会議を開催
第２回農林水産省緊急節水対策本部会議を開催

９月１８日 農林水産省農業用水緊急節水対策本部解散
９月１９日 国土交通省渇水対策本部解散

対応状況 上水 減圧給水
農水 番水、反復利用 の実施

7/24 1０%取水制限

9/6 取水制限一時緩和

平成13年度 18 10 10 10

平成24年度 23 10 10 10
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